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株式譲渡益の推移と

今年の税制改正への対応

町誉一・㌍嵩宗一こいミミ
シャウプ税制において、包括

的所得税の考え方に基づき、

利子、配当、株式譲渡益を含

むすべての所得を厳密に総合

課税の対象としました。しか

し、株式譲渡益課税は、徴税

技術上の問題、資本市場の育

成の観点、税収が少ない等の

理由から、一定の要件（回数、

株数、事業類似）を満たす売

買を除いて、実施後わずか3

年で原則廃止とされ、平成元

年までそれは続きました。

園警冨三諾：ナ芸遠望霊芝
との批判を受けて、申告分離

課税（税率26％）と源泉分離

課税（売買代金の1．05％）の

選択とされました。その後、

株式市場の低迷で市場のテコ

入れの必要が迫られ、「貯蓄

から投資」へのキャッチフレ

ーズのもと、平成15年には、

課税方式は申告分離課税のみ、

税率も10％（所得税7％、住

民税3％）に軽減、また、平

成21年分の確定申告から上場

株式等の損失と配当所得の損

益通算が可能となり、現在に

至っています。

幾一三十㌢黒∴告
10％は、平成25年12月31日末

をもって失効します。平成26

年からの譲渡益には、本則税

率の20％（所得税15％、住民

税5％）が適用されます。

園部政権になって、低迷していた株式市場も好転し、

若干の乱高下はあるものの仝

般的に上げ相場です。手持ち

の株式にも含み益がでてきま

したが、来年になって売却す

ると、税金は今年中に売却し

た場合の2倍になります。今

年中に売却して一度利益を確

定させることも選択肢です。

軒：1∴1－～告立言、
し株式に含み損を抱えている

人、また、譲渡益と相殺でき

る控除可能な繰越損失を有し

ている人は、値上がり益を狙

って持ち続けるのも方策です。

直－
た、含み損や繰越損失を

抱えている非上場株式の

オーナーの場合には、自社株

を事業承継者等に売却して、

その譲渡益と上場株の損失と

通算することで譲渡益に係る

税負担（20．42％）が軽減でき

ます。なお、今年の税制改正

により、上場株式等の譲渡損

益と非上場株式の譲渡損益と

の損益通算が平成28年以降

できないことになっています。薄束すてと作契式でを生　， 照描闇粧 
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